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事後最適システムと企業の環境適応能力
一Demskiの所論を中心として一
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1　は　じ　め　に
　刻々変化し続ける昨今の経営環境にあっては，企業行動を不確実な環境変化
に適応させることは経営管理の重要な課題となっている。本来，経営計画や予
算は将来の外部環境を予測した一定の仮説を前提にして企業がとるべき行動を
計画したものであり，それらを規準にして企業行動の日常的コントロールを行
なおうとするものである。しかしながら，今日のように環境変化が著しい場合
には，予測誤差が原因となって，経営計画や予算は急速な陳腐化に追いやられ，
環境への実体的・逐時的な適応を図ろうとするコントロール活動に対しては何
ら規範的指導下を発揮できないという無機能化現象が往々にして生じてくる。
　このような情況においては，外部条件の多様な変動に対応しうるよう計画や
予算の弾力性を高めることが要求されるであろう。また一方では，不確実性下
のコントロール活動が準拠すべき規準とその有効性を評価する尺度を何に求め
るかが計画との関係で重要な問題となるであろう。経営管理システムからなさ
れるこのような問題提起に対して，これまで部分的には種々の試みがなされて
きている。たとえぽ，計画の側面からは，計画の決定モデルに確率変数を導入
して不確実性下の最適行動を探求するルールを確立しようとする試みωや，確
実性モデルに感度分析やパラメトリック分析を行なって予測の変動に応じ計画
の弾力的修正をあらかじめ準備しておこうという試み｛2｝がなされている。また，
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コンドロ＿ルの側面からは，計画・実績の差異分析に統計的手法を応用して環
境条件の変動に由来するような有意な差異を検出するルールが提案されてもい
る〔3〕。
　他方，これらとは別に，より包括的な接近法として，伝統的な会計統制シス
テムを拡張し，新しい業績評価モデルを構築して，不確実性下の計画・統制シ
ステムの環境適応能力を高めようというDemskiの主張がある。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　環境への適応を図るのにより有効なコントロール情報を作成するために，従来
会計統制システムの中で行なってきた伝統的な差異分析に代替するものとして，
事後最適分析という新しい手法を導入しようとするものである。この手法自体
彼のユニークな発想を所産とするものであるだけに，それが果たして実行可能
であり，伝統的分析にくらべ有効であるかどうかについて，今日までにいくつ
かの支持論と批判論を提示させるに至っている14）。事後最適分析のLPモデル
への適用例については，すでに数種の文献でわが国にも紹介がなされている｛5｝。
本稿では，彼の一連の研究成果を追跡しながら，この分析から持たらされる情
報の管理的意味と有効性に関して若干の検討をくわえることにしたい。
皿　事後最適分析と有効性の前提
　本節では，事後最適分析の基本的な性格を伝統的差異分析と対比しながら紹
介し，不確実墜下の計画・統制システムの実態から，これを有効ならしめる前
提と，今後なお解決を要する問題点を検討することにしよう。
　事後最適分析は計画設定のためのよく定義された（we11　de加ed）決定モデ
ルが存在することを前提とする16｝。たとえぽ，一定期間の生産販売計画を設定
しようとする場合，以下のような貢献利益極大化のLPモデルを適用するこ
とができる。
　目的関数　　α一→max
　制約条件　　．4κ≦6
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　　　　　　　κ≧0
　ここで，Cはη個の製品別単位あたり貢献利益を示す〃次元行ベクト
ル，澱は製品別生産販売量を示す％次元の決定変数列ベクトル，．4湿≦わは
生産・販売等の期間的制約を示し，κ≧0は決定変数の非負条件を示してい
る。
　生産販売量の最適計画（κα）はモデルの各パラメータに計画設定時点の予測値
を入力して解いたものである。この最適計画は，事前的予測データ（・4α，6α，Cα）
のもとで決定したものであるという意味で，事前計画（砿θ窺6ρ70習紹〃のと
呼ばれる。（以下，添字αは事前的な予測値ないし計画を指すものとする）。し
かしながら，この計画は，確実性モデルから導びかれたものであるから，将来
事象が予測どおりに生起した場合においてのみ最適性を保持するものである。
したがって事象の生起が不確実な現実の経営環境のもとでこれを実施する場合
には，予測誤差が生じ，変化した環境のもとでもなお当初の計画が妥当なもの
として許容されるかどうかが問題となる。事前計画の最適性を維持し続けるた
めには，起りうる予測の変化に応じて当初の計画をどのように修正すべきかを
前もって指示しておくことが必要となる。そのためには，決定モデルに感度分
析やパラメトリック分析を行なうことが考えられる。しかしながら，これらの
分析手法を適用するとしても，多数の外生変数に生じうるあらゆる変動の組合
わせを想定し，それぞれに修正ルールを準備しておくことはほぼ不可能と言っ
てよいであろう〔7〕。そのためか，Demskiは，計画の事前的適応という可能性
は一応断念し，事後計画（θκρos’ρ7097α〃のという概念を規準にして，環境
　　　　　　　　　　秘
適応のためにいかなる意思決定が行なわれたかを事後的に評価するという業績
評価を立脚点として問題解決を図ろうとしている。そこでの中心的役割を演ず
る事後計画概念はつぎのように導びかれる。
　事前計画の設定時点から外的与件の変化が顕在化する時点までに，変化を示
唆するさまざまの追加的情報が入手される。これらの情報にもとづいて修正し
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たパラメータの事後的予測値G4P，塑，　cP）を当初の決定モデルに入力してあ
らためて最適解をもとめなおす。これが事後最適計画（κP）と呼ばれるもので
ある｛8｝。この計画は当初の入力データが正しく予測されておれぽ企業が採用し
ていたはずの最適計画を意味している。（以下添字Pは事後的な予測値ないし
計画を指すものとする）。
　事後最適適分析はこの概念を媒介にして計画と実績の差異分析を行なおうと
するものである。計画期間末の実際観察値を（．40，ゐ。，♂），実際の生産販売量
を（κo）とし，固定費、Fについても同様に，　Fα，　Fp，　Foという概念を想定
する。（以下，添字。は実際値を指すものとする）。かくして，純利益ハπに
ついて三つの評価値が得られる。すなわち，事前計画利益1堕＝e勉α一Fα，
事後計画利益ハπP＝ePxP－Fp，実際利益ハπo＝♂ガーFoである。
　伝統的差異分析では，ハπαとハπoの偏差は実際の生産販売量κoを基準に
して調整した予算利益ハπb（＝eαガrFα）を媒介項としてつぎのように分解さ
れた。（ただし，固定費には差異が発生しないものとして以下では無視する）。
　　　ハπα一1＞70＝（1＞：7α一1＞1b）＋（1＞1b一ハπo）
　　　　　　　＝eα（κα一κo）＋（eα一｛ジ）κo
右辺第一項は操業度ないし製品組合わせ差異を表わし，第二項は価格および能
率差異を表わすことは周知のところである。
　これに対し，事後最適分析ではハ砂を媒介項として次式のように分解する。
　　　ハπα一顧π・＝（ハπα一Mp）＋（ハπP一戸πo）
　　　　　　　　＝（cακ（L－ePxp）十（cpκP一♂ガ）
右辺第一項は，企業が事前計画で予定した利益額と，予測を正しく行なってい
たならば計画していたはずの利益との差を表わす。この偏差は，入力データの
予測誤差から生ずるという意味で，予測差異と呼ばれる。第二項は，環境変化
に最適に適応していたならば達成できた利益額と実際に達成した利益額との差
を表わす。この偏差は，一定の経営能力が最有利に活用されなかったことから
24
事後最適システムと企業の環境適応能力
生ずる機会原価を表わし，機会原価差異ないしは事後差異（θκρOS≠”α7Zαπ0θ）
と呼ばれる。これらの差異情報がそれぞれいかなる管理的意味をもっているか
を検討しよう。
　予測差異は計画活動の有効性を評価する。予測能力が優れておれば，当初の
予測値は実際値にほぼ近似し，有意な差異は生じないであろう｛9｝。また，かり
に環樟変化が著しいために予測誤差が生じたとしても，変化に敏感に適応し事
前計画を逐時修正していくことができれば，この差異が増大することを阻止で
きるはずである圃。また，それにもかかわらず期末において有意な差異が検出
された場合，当該差異情報は次期の計画活動に対し，環境変化の大きさを示唆
し，決定モデルや予測手続の変更を促すであろう。以上のごとく，この情報は
計画にかかわる諸活動と密接な関係を有している。
　他方，機会原価差異は実施活動に対するコントロールの有効性を評価する。
何故ならば，環境変化に対する実体面での適応力と内部管理の能率性を高める
ことによってこの差異を減少させることができるからである。機会原価差異は
つぎのように分解される⑳。
　　　Mp－Nlo＝cp（κP一κo）＋（cp－co）κo
右辺第一項は生産販売量の事後計画値と実際結果との差を表わしている。これ
は生産活動と販売活動の管理者が事後的予測を行ない環境変化を予見した時点
で変化にどのように適応したかを評価するものである。かりに，目前の将来に
大きな変化が予見されているにもかかわらず，管理者が事前計画に固執するよ
うな場合には，この差異は大きなものとなるであろう⑯。第二項は伝統的差異
分析がもっぱら対象にしてきた差異であり，販売価格，販売費，製造原価等の
個別的・機能的管理（後述するパラメータ・コントロール）プロセスの能率性
を評価するものである。
　Demskiは，この分析を組織内で公式的に制度化し，各計画期間末にこれを
実施して得られる以上の差異情報にもとづいて管理者の業績評価を行なうこと
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を提案している。しかしながら，この提案が意味をもつためには，その前提と
して，期中の計画・統制システムに少なくともつぎの条件が整備されておらな
ければならないと思われる。すなわち，計画設定に責任を負う管理者は・環境
変化に関する情報を継続的に入手でき，事前計画の逐時的修正を弾力的に行な
うことができるという条件である。また，実施活動のコントロール責任者に対
しては，事後的予測を行なった時点以降において，計画の実施方針を変更し環
境変化に適応した行動一つまり，生産販売量（κα）や管理可能なパラメータ
を適時変更しうるという条件が整っておらなければならない。そうでなければ，
環境への現実的な適応はなしえないわけであり，期末になってこの分析からい
かなる偏差が検出されたとしても，それは失われた機会を嘆息する資料にしか
ならないであろう⑯し，管理不能な差異に対し管理責任を追求するという好ま
しからざる問題をひき起すことになる。したがって，この分析情報が業績評価
に有効に機能するかどうかは，期中の計画・統制システムが環境変化にいかな
る対応をなしうるかに依存し，そうした条件が完備されているときにかぎり，
事後最適分析による業績評価を行なうことが企業の環境適応能力を高める有力
な手段となるであろうと結論することができる。
　そこで，期末の差異分析とは別に，期中の管理プロセス，つまり，計画・統
制活動が期中に伝達される偏差や事後的予測情報にどのように反応するかを検
討しておかなけれぽならない。その具体的な過程については次節で論ずること
にして，ここでは，まず，その前提として，Demskiが考える管理システムを
概説しておこう。彼は，計画・統制という二分割的発想ではなく，意思決定と実
施活動に対するコントロール（decision　performance　control）という管理シ
ステムを想定し，そこでの各プロセスと情報との関係を第1図のように描いて
いる04。前述したLPモデルを例にとれば，事前計画（κα）は事：前葉環境情報
G4・，酔，¢・）を期間的決定モデルに入力してもとめられ，それが個々の活動単
位の部分計画（καゴ）㈲に分割されて，各単位がコントロールを実施する際の基
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外的入力 実　　体　　過　　程
内的入力
環：境
情報
決定変数とパラメータ
のフィードバック・コントロール
期間的決定モデルの解の導出
決定モ　デルのフィードバック・コントロール
出力
　　　　　　　　　　第1図　決定モデルと情報の相互関係
準となる。すなわち，各コント巨一ル単位は外的入力を出力に変換する実体過
程に対して一定の変換様式を維持するように決定変数（κゴ）の管理とパラメー
タの管理を行なう。一方，このような事前的な計画・統制活動とは別に，フィ
ードバック・コントロールが実施される。つまり，そこでは，時間の経過とと
もに現実の環境条件のもとで行なわれた変換の結果が測定され，事前計画との
対比がなされる。Demskiはその際生ずる差異の原因として，（1）計画操業度の
差異，（2）パラメータの予測差異，（3）決定モデル自体の誤りによる差異，（4）偶然
的変動による差異，（5）測定誤差による差異を挙げている。これらがフィードバ
ック情報として図に示した二つのコントローール単位に伝達される。決定変数と
パラメータを管理するコントロール単位はこの情報にもとづいて事前計画のう
ち未だ実施していない部分について今後の実施方針を変更すべきかどうかの決
定を行なう。また，決定モデルのコントロール単位は，事前計画自体の修正，
決定モデルや予測手続の変更の要否を決定する⑯。環境情報はこれらの決定に
影響を与えると同時に，期末の事後最適分析の入力データとなる。
　以上のフィードバック情報が適切に検出され㈲，各コントロール単位の意思
決定がそれに迅速な反応をなしうるという期中管理の前提条件が満たされてい
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る場合において事後最適分析は当該意思決定の有効性を評価する妥当な規準を
提供するものと思われる。すなわち，予測差異は決定モデルのフィードバック
●コントロールを，そして，機会原価差異は決定変数とパラメータのフィード
バック・コントロールを評価するであろう。
　しかしながら，ここで，事後最適分析を業績評価に用いる場合の限界を指摘
しておかなければならない。前述したように，κPは決定モデルに入力される
パラメータのあらゆる事後的変動を最適調整したうえで求められたものである。
それに対し，環境変化に応じ事前計画καをどのように修正するかという計画
担当者の意思決定や，不確実な需要の変動に応じ各製品の生産販売量κゴをど
のように指示するかという実体的意思決定は，期中の事後的予測情報やフィー
ドバック情報に個別的な適応をなす以外に依拠すべき規準が求められない。そ
の時点ではもちろんκPは不明であるからである。したがって，このような個
別的・部分的情報への適応の結果として生ずる修正計画や実際の生産販売量
鳩が事後的に求めた最適値κPゴと一致するという事前的な保証は全く存在し
ていないのである圏。個々の管理単位が部分的情報にいかに最適に反応したと
しても，そのような行動は必ずしも全体最適には結びつかないのが普通である。
したがって，事後最適分析が完全な業績評価システムとなるためには，部分的
最適行動をとることが自動的に事後的全体最適に収束することを保証するなん
らかの調整メカニズムを必要とするであろう。それを求めることは不可能とし
ても，さしあたり業績評価にあたって，個々のパラメータの変動が相互に影
響しあってひき起す効果を適切に処理する方法を考えておかなければならな
い閃。
皿　：事後最適分析の有効性に関する実験
　Demskiはこの分析手法の適用可能性と伝統的分析に対する有効性を論証
する実験を種々の決定モデルで行なっている。
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　まず［6］では，LPモデルで生産計画をたてている石油精製会社にこれを
適用して，伝統的分析とくらべ，つぎのような長所のあることを報告している。
（1）この分析によれば，計画設定モデルに入力されるすべてのデータを分析の中
にとり入れることができるので，実施活動で生じた差異と意思決定過程で生じ
た差異の両者を検出することができる。（2）ある差異がひき起す影響が，他の要
因を一定としてではなく，すべての影響要因を最適に調整したうえで明らかに
することができる。そのため，ある部門で発生した差異が他の部門に与える影
響を測定することができる。（3）入力データの予測誤差が原因となって失なわれ
る機会を計算することによって，予測過程の能率性を測定することができる。
　これらの長所はたしかに伝統的分析に欠けていたものであり，この手法の優
越性を裏づけるものである。しかし，これらは，大部分LPモデルの解析能
力に負うものである。この分析手法が有効であるかどうかは，そのことよりも，
事後的な業績評価モデルを用いることが管理者の意思決定にどのような影響を
与え，それが全体として好ましい結果をもたらすかどうかという点を問わなけ
ればならない。
　かりに，管理者が自己の業績評価値を改善すべく事前計画と実績との差異を
極小化させる行動をとるものと仮定すると，不確実が支配する環境下で伝統的
差異分析を業績評価に用いる場合には，時として，つぎのような事態が生ずる
おそれがある。すなわち，修正計画が用意されない限り，環境変化がいかに進
行したとしても，業績評価値の悪化を防ぐために管理者をして陳腐化した計画
に固執させるという非弾力的・硬直的な行動様式をルーティン化させる。それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロに対し，事：後的評価モデルを用いる場合には，計画自体の陳腐化は予測差異と
して別個に検出されるから，機会原価差異を極小化させようとする欲求は事後
的予測情報に迅速に反応する行動を誘発させるであろう。
　［13］では，以上の如き推論を検証するために，多期間モデルを前提にして，
管理者が各期の生産量と費用パラメータをコントロールするにあたって，機会
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多期間生産計画モデル C．ノ，Xノ
「一一一一一一一’ぬ・x£・
C．y，Xf
代替的業績評価モデル
確率分布
昌理行動モデル
　B勾一ウ推移確率行列→P勾
C．ヌ＝C．ナーβPLj
　り　　　　　　　ゆXj＝Xj十「」
」
sgn（PLノ）
←
　　　　　　　　　　第2図　Demski［13］の実験過程
　　　　　　　¢oゴ・がゴは管理者の目標，βは正の係数を表わす
原価差異を有利にする決定を行なう場合と，伝統的差異を有利にする決定を行
なう場合とを比較して，どちらが全期間利益を向上させるかをシミュレーショ
ンによって実験を行なっている。第2図はこの実験過程の論理的な流れを描い
たものである。事後最適分析がどのように適用されているかを理解するために
以下実験過程を追ってみよう。
　イ，事前最適計画の決定　　事前計画の決定モデルは次式の動的計画モデル
である。これは各自の生産量を，有界・整数制約のもとで，全計画期間の費用
関数を最小化するように決定する単一製品多期間生産計画モデルである。
　目的関数
調紘E｛Σ［αゴー1｛o、殉＋max（0，一〇2〃ゴ＋、ゴ＝1）・m・x（¢嶋＋励
　　　　　　　　　　　＋04ゴ（紛一∬ゴー1）2＋05ゴ（勿一κノー、）
　　　　　　　　　　　十max（0，4．501日目yゴ＋一曲ゴ＋1）
一m・x（q・85礁・一醐］｝…・…・佃
制約条件
　　yブ＋、＝タゴ＋κゴー4ブ
　　拘≦紛≦島
　　夕’≦ツゴ≦タゴ
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物はブ期の生産量を表わす有界・整数の決定変数であり，4ゴはブ期の需要
量（整数）を表わす確率変数，必はブ期の期首在庫量である。4ゴが確率変
数であるためにッゴも確率的な変動に従うことになる。それゆえに，yゴを超え
る受注残が生ずる場合，その超過分はブ期の直接製造費の4．5倍の機会損失
を発生させて消失し，逆に，衡を超える過剰在庫が発生する場合には，過剰
分はブ期の直接製造費の85％の価格で売却するものと仮定されている。αは
割引率，πは決定期間の数，6、ゴはゴ期の製品単位あたりの直接製造費，C2ゴ
は製品単位あたりの品切損失，03ゴは製品単位あたりの平均在庫維持費，04ゴと
05こ口∬ゴー1からんゴに生産量を変更するのに要する費用である。
　κ3ゴ，04ゴおよび05ゴが存在するために，ブ期の決定はブ＋1期以降の決定の初
期条件を与えることになる。各期の需要量と費用パラメータの事前的予測値を
入力してこれを解くと全体最適を保証する漁期の生産量κゴαが求められる。
これが事前最適計画である。
　P，代替的業績評価モデル　　この実験では，直接原価計算と全部原価計算
にもとつく伝統的差異分析と事後最適分析の三つの業績評価モデルが対比され
ている。ただし，分析を簡単にするために，伝統的分析では実際生産量のもと
での計画値を，事後分析では事後最適計画値を，それぞれ，実績値と比較するこ
とに止めている。したがって，操業度差異や予測差異は分析対象からはずされ
ており，事前計画自体の修正という問題は扱われていない。また，伝統的差異
額の算定にあたっては，従来指摘されてきた会計測定の欠陥を明示するため，在
庫維持費と品切損失から生ずる機会原価を意図的に測定対象からはずしている。
　さて，直接原価計算モデルの場合には，計画・実績の差異はつぎのように求
められる。まず，ブ期の実際費用は，
　　　五Cゴ＝601ゴκoゴ→一〇〇4ゴ（κoゴーκoゴ＿1）2十co5ゴ（ガ）ゴー炉ゴ＿1）十Fo∫　・・…　。・。。。・・…　（2）
と表わされる。ここで，乃は期の固定費である。実際生産量に対応する標準
費用は次式になる。
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　　　SCブ＝6α、〆ゴ＋0α4ゴ（がゴー贈ブ＿1）2＋0α5ゴ（鳩一鳩．、）＋Fαゴ…・・………・（3）
したがって，両者の差異は・4CゴーSC，と表現される。
　全部原価計算モデルでは，実際費用は（2）式と同様であるが，標準費用はつぎ
のようになる。
　　　SCゴ＝oα1ゴ擢｝ゴ十〇α4，（が）ゴー必）ブ＿1）2十〇α5ゴ（ガ｝ゴーガ｝ゴ＿1）十（Fα’／£ゴ）炉ゴ・・。闘・（4）
ただし，勾はゴ期の基準操業度を意味する。
　事後最適モデルの実績値と計画値は幾分複雑になる。ノ期の実際総費用は，
ゴ期に発生した実際費用と将来費用一つまり，ノ期中に入手された追加的情報
にもとづいてブ＋1期以降の需要量と費用パラメータを事後的に予測しなおし，
それを（1）式に入力して求められる最適費用一を加えたものである。すなわち，
　　　AC，＝co、，κo，＋max（0，一co，ゑッ。ゴ．、）＋max（0，　co3，（ッ。ゴ＋ッ。ゴ．、》
　　　　　　　　＋604ノ（κ0ゴー弐タゴー、）2＋605ゴ（κ0，一久ρゴ．、）
・廟甑A筑圏幅
　　　・……一m・x（砿・85・…（伽・一％・）｝］｝…………（・）
ただし，上式の最小化の項については（1）式の制約条件が付加される。なお，将
来費用を最小化するための初期条件はブ期末の状態によって与えられているこ
とに留意すべきである。
　他方，標準費用は次式で表わされる。
s鴨甑E｛欝［雄・｛触
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　・……一m・x（q・85・…（伽・一夕副］｝…一…・（・）
この式にも（1）式の制約条件が付加される。ただし，ブ期の需要量は確率変数で
はなく実際値が入力されなけれぽならない。
　以上の各式のααゴと葛は事前最適計画から導びかれるのに対し，αoゴと
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鳩（およびプゴ）は，つぎに述べる管理者行動の結果として発生さぜられる。
　ハ，管理者行動モデル　　実体的な変換結果としていかなる実績値（鳩，
乱。ゴ）が生ずるかは，通常，偶然的な変動要因によっても影響を受ける。した
がってこれらは確率変数として扱われる。しかしながら，その発生確率は，
κゴと砺のコントロールを担当する管理者がいかなるコントロール目標を措
　　　　　　　　　　　　　定するかによって，より重要な影響を受けるはずである。通常，管理者が事前
計画をコントロール目標として受容する場合囲には，鳩とαoゴは，それぞれ，
炉ゴとααゴを平均とする（一定の分散をもった）正規分布に従う確率変数と
みなすことができる囲。しかし，ここでは，管理者が措定するコントロール目
標の水準に応じて分布のパラメータ（とくに平均値）が変化するものと想定さ
れ，各目標水準がつぎのように形成されるものと仮定されている。のは，
Stedry［27］およびCharnes　and　Stedry［3］で展開された行動的要因一
つまり，前期実績と当期予算との関係で形成される希求水準一を媒介にして
規定される。また，κゴについては，こうして定めた勾をさきの代替的業績
評価モデルに入力して，それぞれの予想差異額を自己にとって最も有利にする
ような値に決定する。したがって，事前計画は必ずしも管理者に受容されず，
鳩とcoりの分布の平均は事前計画値と乖離する情況が作られる。以下，管理
者の目標形成と実績の発生過程をみてみよう。
　砺の目標水準はつぎのように形成される。前期実績と当期事前計画との関
係は次式の「予算水準βLゴ」に要約され，これが希求水準に反映されて，当
期期待業績水準を形成する。
　　　　　　00iノー、乃＋604ブー、（καノー姻ブ＿ユ）2＋6％，一1（鳩一坊一1）
　　　BLゴ＝　　　　　　　6α、ゴκαゴ＋0α4ゴ（καゴーκ0ゴ．、）2＋0α5ゴ（鳩一κoゴ．、）
β均がとりうる値域は五段階にわけられ㈱，各値域ごとに，マルコフ過程の推
移確率行列に従って，五段階に区分した「当期期待業績水準P均」（一2，一1，0，
1，2）に結びつけられる囲。P窃は，その値に応じて，♂．ゴの分布の平均を偏
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向さ’せる。（この平均値が管理者の目標水準となる）。たとえば，oo、’の平均は
6・、ゴー0．35P均とされる。　PLゴが正の値をとるときは，管理者の目標水準は
計画よりも優れたものとなるが，．P均が負の値をとるときは逆の関係がなり
たつことになる。
　つぎに，生産量の目標水準をみてみよう。鳩は次式によって炉ノに関連づ
けられる。
　　　ガゴ＝κα，十η
ここで7ゴは0～8単位の間で矩形分布する確率変数とされる。ηがどのよう
に定まるかは代替的業績評価モデルに対する管理者の行動様式によって異なる。
直接原価計算モデルでは，前述したように，P恥が正のときは6％の平均値は
礁ゴより好ましい値をとっているので，鳩を炉，より増大させることによっ
て，此式G4CゴーSCゴ）の業績評価値を改善することができる。したがって，
その場合には，管理者はγゴに正の値をとらせるであろう。逆に，P均が負の
ときには，鳩を減少させることによって評価値の悪化をくいとめることがで
きる。したがって，この場合には，ηに負の値をとらせることが望ましい行
動となる。それゆえ，以上の双方の場合において，．PLゴとηの符合を一致さ
せることが管理者にとって望ましい目標形成となることがわかる。ただし，実
験においては，未知の要因による撹乱を生じさせるため，符合の一致は実験回
数の75％についてのみ起るものと指定されている。
　全部原価計算モデルにおいては，PLゴが正の場合には以上と同様のルール
がとられる。しかし，（4）式に示されるように，このモデルには固定費要素があ
るため，PZゴが負の場合には若干異なるルールを必要とする。というのは，
固定費回収差異の比重が砺に生ずるいかなる不利な差異よりも大きいと仮定
されているため，鳩をできるだけ大きくして，（4）式の標準費用を増大させる
ことによって評価値を改善することができる。したがって，この場合には，す
べての実験においてηに正の符合が指定される。
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　事後最適モデルでは，追加的情報にもとづいて二期にあらためて需要予測を
行ない，その予測値に応じて生産目標が決定される。それゆえに，このモデル
では，時として，P均が負のときに需要増が予測されたり，逆に，それが正
のときに需要の減少が予測されるといった，生産量の増減方向を相互にうち消
す作用が働く場合が生ずる。そこで，このような場合に対処するため，パラメ
ータの特定の変動に対する最適生産量の相対的感度に応じて決めた加重平均に
よってこれらの排反要素を結合している。したがって，鳩の変動はこの加重
平均値を中心とする矩形分布に従うものと仮定される。ただし，この場合にお
いても実験回数の75％についてのみ好ましい方向への偏向が起るものと指定さ
れている。
　二，実験結果　　決定モデルに初期条件を与え，0α．ゴの値と，4ノの変動域，
P均を発生させる推移確率行列等を操作的に変更して何回かのシミュレーシ
ョンを行ない，代替的業績評価モデルごとに平均期間費用と販売量1単位あた
りの平均費用が算定された。各実験は全く同一条件のもとで行なわれている。
したがって，シミュレーション結果に表われた差異は，明らかに，代替的業績
評価モデルに対する管理者行動の違いを原因とするものであって，それを除け
ば全くの偶然的変動によるものと判断することができる。これらの諸結果に統
計的な検定を行なって，特定の評価モデルを用いる場合販売量1単位あたりの
平均費用は他のモデルにくらべ著しく低下するというような有意な差が生じて
いるかどうかが検証された。その結果，cα3ゴの値を大きくした実験において，
事後最適モデルは直接原価計算モデルにくらべ費用が低いという有意な結果が
検出された。全部原価計算モデルとくらべても同様の結果が生じたが有意水準
には達していなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この実験から，ブ期の決定結果がより敏感に次期以降の決定に影響を与える
ような情況においては（すなわち，03ゴ，64ゴ，らゴが大きい値をとる場合），事後
最適モデルは，他のモデルにくらべ，優れた結果をもたらすであろうというこ
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とが明らかになった。というのは，事後最適モデルでは各期の意思決定が，当
該単一期間のみを志向せず，計画期間全体を最適調整したうえで行なわれるか
らである。
　また，この実験モデルから理解されるように，事後最適モデルを事後的業績
評価のためのフィードバック情報としてではなく，予想差異を通じて期中の意
思決定に影響を与えようとするフィードフォワード情報として機能させている
点に留意すべきである。
　Demski［14］では，決定モデルは異なるが困，ほぼ同様の管理者行動をルー
ル化して全く同一目的の実験を行なっている。そこでの事後最適モデルは，各
期の途中においてその時点までに発生した実際需要量を外挿して当該期間全体
の需要量を事後的に予測しなおし，この修正予測値に応じてηを決定すると
いうルールを公式化している。ここでは，修正予測値を求めることは，具体的
には，需要の事前確率分布を追加的情報にもとづいて事後的・条件確率分布に
修正することが意味される。五回の実験が行なわれたが，そのいずれにおいて
も事後最適モデルに極めて有利な結果が生じている。その理由は，明らかに，
事後予測によって需要の有意な変動が検出され，意思決定のより優れた適応が
なされたことによるものである。とくに，事前確率分布の標準偏差が大きい場
合には事後予測を行なう効果が如何なく発揮され，他の評価モデルにくらべよ
い結果が生じている。また，事後予測が適確であれぽあるほど条件確率分布の
　　　　　　　　　　　　　　　　標準偏差が減少させられ，より精確な意思決定が可能となる。
　以上の二つの実験から，不確実性のもとで事後最適モデルが伝統的モデルに
くらべ，有効に機能するかどうかは，期中に得られる追加的情報が意思決定の
決定前提を改善することができるかどうかに依存していることが理解されるで
あろう。かりに，事後予測を行なうとしても，追加情報によって予測の精度が
なんら高まらない場合には，決定前提は一向に改善されない。したがって，そ
の場合には事後最適モデルを用いようと伝統的モデルを用いようと，両者の間
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にはなんら有意な差は生じないであろう。すなわちここでは事象の生起に関す
る事前確率が追加情報によっていかなる事後確率に変換されるかが決定的な重
要性をもつことになるのである。したがって，今後，事後最適モデルをさらに
有効に機能させるためには，条件確率を扱うベイジアン決定理論を基礎とする
追加情報の情報価値を明らかにすることが必要となるであろう。決定理論にも
とづいて情報システムを構築しようとする最近の接近法，とくにDemskiに
よるその後の研究は，このような発想に由来するものと推察されよう㈲㈲。
IV　まとめにかえて
　D．Solomonsは「実行能力と予測能力を混合するような業績評価尺度は重
大な批判を逸れえない」として，これらを区分する事：後最適分析に積極的な支
持を与えている鋤。他方，Chushing［4］は実際の適用可能性という観点から，
また，Alney［1］は理論的観点からこの分析に批判を加えている。とりわけ，
後者はあくまでも業績評価は事前計画を規準にすべきであることを主張する。
以下はDemskiに対するAmeyの批判である。
　批判の第一点は，彼独自の分析にもとづいて，事後分析を用いたとしても予
測能力と実行能力を俊適することは不可能であって，さきのSolomonsの批
判はそのままDemsk量に対してもあてはまるであろうという反論である。第
　　　　　　　コニ点はより本質的な批判である。動的にして不確実な意思決定環境においては，
組織の期待をどのように形成するかはまさしく企業行動の決定要因であって，
あらゆる行動は当該期待のうえに設定された事前計画を前提にしているはずで
ある。企業行動のこのような背景を無視して，その結果だけを，当該行動を決
定した環境とは全く異なる条件のもとで算定した事後計画と比較してみても，
そのこと自体は何の意味もないであろうという批判である圏。たしかに，Dem－
skiは組織が形成する期待を，企業行動の決定要因としてではなく，単に，事
前的意思決定の仮定ないし制約条件といった程度にしか認識していないことは
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事実である。しかしながら，この分析の真のねらいを環境変化に適応させなが
ら組織の期待をいかに修正していくかという問題意識のもとで把握するならぽ・
この批判は必ずしもまとを得たものではないと判断されるであろう。第三点は
Stedry［27］の主張を前提とするものであり，計画予算と統制予算が操作的に
分断されている場合には，事後システムは適用不能となり・有効なコントロー
ル手段になりえないとする批判である。最後の批判は事後最適計画が実際に求
められるかどうかという点である。前節の（6）式のように，計画期間が長期にな
ればなるほどそれを求めることは困難になり，予測精度も低下することは反論
の余地がないであろう。
　以上の批判および本稿で指摘したいくつかの点については今後の研究に填た
なけれぽならない。しかしながら，それらはこの分析自体を無用なものとして
棄却させるようなものではない。げんに，不確実即下では事前予測が完全でな
い以上，事後予測にもとづいて環境変化に適応を図ることは数少ない有力にし
て現実的な方法であり，かかる適応過程そのものを評価対象に措定しようとす
るこの評価システムは，明らかに伝統的システムに対し一日の長を認めること
ができるであろう。しかしながら，本稿で指摘したように，事後最適システム
が有効に機能するか否かは，この分析手法自体の問題ではなく，追加的情報が
いかなる情報価値をもち，それに応じてコントロール過程が迅速な行動をとり
うるかどうかにかかっている。評価システムそのものはこのような行動を促進
させる補強手段として機能するものである。分析情報を前節の実験モデルのよ
うに意思決定にimpactを与えるためのフィードフォワード情報として用いる
ことには大きな意義が認められるであろう。これまで指摘しなかった点として，
予測差異をフィードフォワード情報として利用する場合，事前計画の設定およ
び修正活動に意図的な組織スラック四が入りこむことを防ぐことも可能となる。
　最後に，事後最適システムを適用する場合の問題点に触れておこう。この分
析の適用範囲はよく定i義された決定モデルが存在する領域に限定される。した
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がって，heuristicな問題解決しか行えない頷域には適用することはできない
し，資本予算や設備投資問題のごとく，一回の意思決定によってその後の状態
が固定化し，事後的にそれを修正することができないような問題に対してもこ
れを適用する意義が認められないであろう。また，かりによく定義された決定
モデルが存在する場合であっても，モデルから得られる結論は必ずしもそのま
ま現実の意思決定におきかわるものではない。実際にはモデルの解は意思決定
のための一つの有力な情報にすぎない場合が多いのである。そのような場合に
は，事後最適システムはモデルの解と実際になされた意思決定の間に生ずる差
異を説明するためのもう一つの枠組みを必要とすることになる。また，この分
析が学問的関心だけでなく実際の適用段階に入るときには，このシステムの情
報費用を検討しておかなければならない。伝統的分析にくらべ多額の情報費用
を要することはあきらかであるからである。
注（1）数理計画を主体とする不確実性モデルのいくつかの例については，　Sengpta　and
　　Fox［26ユ，阿保・石塚・前田［29］PP．189～204を参照されたい。
　（2）感度分析については，RapPaport［23］，　Jensen［22］，阿保・石塚・前田［29］
　　PP．87～95，パラメトリックLPについては，　Schweim［25］，門田［30］に具体例
　　がある。
　（3）Bierman，　Fouraker　and　Jaedicke［2］，　Zannetos［28］はこの領域の先駆的研究
　　であろう。
　（4）支持論としてはD．Solomonsが1971年AAA年次総会で行なった講演“Perfor－
　　mance　Measurement；abroader　view，”やDopuch　and　Birnberg［18］を挙げ
　　ることができる。批判論はAmey［1］，　Chushing［4］，阿保・石塚・前田［29］に
　　みられる。
　（5）小林［31］，阿保・石塚・前田［29コ，佐藤［32］
　（6）DemskiはLPモデル［17］［6］［14］，　DPモデル［10］［13］，在庫モデル［11］
　　［17］，生産量決定の経済モデル［7コにこの分析を適用している。
　（7）感度分析の限界についてはDemski［8］を参照されたい。複数パラメトリック
　　LPのアルゴリズムについてはSchweim［25］の研究がある。
　（8）以下では単純化のためDemski［6］に従い，事後予測は計画の開始時点に行なわ
　　れそれが期末まで変化しないという仮定をおいて説明を進める。実際的には事後予
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、測は期中になされるのが普通であるから，　この仮定は非現実的であり，計画開始当
　初から陳腐化していることが明らかな事前計画をなにゆえに保持する必要があるか
　というChushin酵［4］の批判がある。なお，事後予測を期央で行なう場合の事後最
　適計画の求め方についてはSalamon［24］p．274を参照されたい。
（9）予測差異についてはIjiri，　Kinard　and　Putney［21］の研究がある。
⑩　たとえば，前述したように事前計画に感度分析やパラメトリック分析を行なって，
　その弾力的修正を準備しておくことが考えられる。門田［30］ではパラメトリック
　LPによる計画の修正と事後最適システムを結合することが推奨されている。
（1］）　cL　Salamon［24］PP．272～273．
⑫　事前計画の意図的変更がなされた結果生ずる差異を伝統的分析では適切に評価で
　きないという着眼が事後分析の発想に結びついたものと思われる。cf・Dopuch，　Bi・
　rnberg　and　Demski［17］．
⑬　cf．阿保・石塚・前田［29］P．114．
⑭　Demski［11］［15］．
⑮　καゴはベクトルκαの要素であり，5製品の生産販売に関する部分計画を意味す
　る。
⑯　Demski［15］p．30．
⑰　各種の差異原因を探求する順序に関するルールについてはDemski［12］の研究
　がある。
⑱　期中の管理者の意思決定は部分的情報にもとつく‘θ’θガ3ρα伊欝な適応であるの
　に対し，事後計画κPは物躍α漉勉π吻η漉εな調整のもとで決定されたものである。
⑲　結合効果の分析例についてはDemski［6］，　Salamon［24］を参照されたい。
⑳　管理者が事前計画を受容するかどうかに関する行動上の問題については拙稿［33］
　を参照されたい。
㈲己。ゴはααゴを平均とする確率分布とみなすことは一般的である。それが正規分布
　する揚合についてはBierman，　Fouraker　and　Jaedike［2］，分布が未知の揚合につ
　いてはZannetos［28］を参照されたい。
鋤　すなわち，βLブ≦一．035，一．035＜and≦0．000，0．000＜and≦．035，．035〈and≦
　．070，．070＜B］吻に区分される。
㈱　たとえば，B〃≦一．035コ口，　P乙ゴが一2，1，0，1，2をとる確率は，それぞれ，
　．150，．225，，330，．185，．110とされる。
㈲　3製品の組立部品生産量と製品別広告媒体への広告費の投入に関する利益最大化
　LPモデルが扱われている。
⑳　cf．　Feltham［19］，　Felthanl　and　Demski［20］，　Demski［15］，［16］．
㈱　もう一つの実験Demski［10］において，同様の決定モデルを用いて代替的業績
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　　評価モデルの予測能力を比較している。　この実験は必らずしも成功しているとは思
　　えないのでここでは論評を差し控えたい。
㈲　Solomonsのこの論述はAmey［1］に掲載されたものを引用したものである。
⑳　組織の期待の形成についてはCyert　and　March［5］を参照されたい。
㈲　予算編成における組織スラックの問題については拙稿［33］を参照されたい。
【参考文献】
［1］　Amey，　L．　R“Hindsight　v．　expectation　in　performance　measurement，”con・
　　　tained　in　Amey（ed．）、Rθα4勿8s勿ルZαπα8召吻θη’1）60f溺●o〃，　Longman，1973．
［2］　Bierman，　H．　Jr，　Fouraker，　L．　E．　and　Jaedicke，　R．　K．‘‘A　Use　of　Probability
　　　and　Statist三cs　in　I）erformance　Evaluationノ’πθ．40畠。纏”㎎1～θ漉卿，　July，1961，
　　　pp．409～417．
［3］Charnes，　A，　and　Stedry，　A．　C．“Exploratory　Models　in　the　Theory　of　Budget
　　　Contro1，”in　W．W．Cooper，β’α1．，（ed．）1鞄ωPθ紳6伽θ5勿0層α〃如’joπ1惚sθα．
　　　肋，John　Wiley＆Sons，　Inc．，1964．
［4］　Chush三ng，　B．　E．“So皿e　Observations　on　Demski’s　Ex　Post　Accounting　Sys－
　　　tem，”7％θ∠4060観伽g　Rθηゴθ”，　October，1968，　pp．668～671。
［5］Cyert，　R．　M．　and　March，　J．　G・ノL8θ加加。η17物。ηqプ漉θ・酬辮・Prentice・
　　　1ヨ【a11，1963．
［6］　Demski，　J．　S．“An　Accounting　System　Structured　on　a　Linear　Programming
　　　Mode1，”銑6．4卿％〃ガ㎎。磁擁卿．　October，1967，　pp．701～712。
［7］　　　‘‘Analyzing　the　Effectiveness　of　the　Traditional　Standard　Cost　Variance
　　　Mode1，”ル須α駕8脚θ痂∠4cco観’勿g｝October，1967，　pp．9～19．
［8］　　　“Some　Considerations　in　Sensitizing　an　Optimization　Model，”1∂〃甥α」げ
　　　動伽s∫η’σJEπ劇冒πθαη’”＆September，1968，　pp．463～466．
［g］　　　“Some　Observations　on　Demski’s　Ex　Post　Accounting　System：AReply，”
　　　㍑6／1‘α）％％ガ2zg　1～8zノ∫θzo，　October，1968，　pp．672～674．
［10］　　　“Predictive　Ability　of　Alternative　Performance　Measurement　Models・”
　　　ノ∂z〃7zαJ　qプ∠4㏄oz〃2”〃g　1～2sθακ乃，　Spring，1969，　pp．96～115．
［11］　　　‘‘Decision・Performance　Contro1，”η診θノ1㏄o観伽g　R2毎6”，　October，1969，
　　　pp．669～679．
［12］　　　‘‘Optimizing　the　Search　for　Cost　Deviation　Sources，”1吻ησ9翻θ〃≠S（ゴ6ηoθ，
　　　April，1970，　pp．　B－486～494．
［13］　　　‘‘The　Decision　Implementation　Interface：E鉦ects　of　Alternative　Perfor．
　　　mance　Measurement　Models，”Tゐθ∠4000観伽g池漉ω，　January，1970，　pp．76
41
　　　，～87．
［14］　　　“Implementation　Effects　of　Alternative　Performance　Measurement
　　　　Models　in　a　Multivariable　Context，”η1θ．4㏄o観彦初g　j肋ゴ8”，　Apri1，1971，　pp．
　　　　268～278．
［15］　　肋吻辮認。ηみ〃吻sゴ∫，Addison．Wesley　Publishing　Company，1972．
［16］　　　“1ロformation　Improvement　Bounds，”ノ∂κ甥認　げ・4060観励g・配6sθσκ乃，
　　　　Spring，1972，　pp．58～76．
［17］　Dopuch，　N．，　Birnberg，　J。　G．　and　　　・・An　Extension　of　Standard　Cost　Varia．
　　　　nce　Analysis，”η1θ丑coo観’勿9　Rθ加θ躍，　July，1967，　PP．526～536．
［18］　　and　　Co3’』卿襯ゴ㎎，　Harcourt，　Brace＆World，　Inc．，1969．
［19コ　Feltham，　G．　A．‘‘The　Value　of　Information”7％6∠4α刀％η彦勿g　R60飽ω，　October，
　　　　1968，pp．684～696．
［20］　　and　Demski，　J．　S．“The　Use　of　Models　in　Information　Evaluation，”η1θ
　　　　ノ10ω％πがπ8’1～6z疹θzo，　October，1970，　PP．623～640。
［21］　Ijiri，　J．，　Kinard，　C．　and　Putney，　F．　B．‘‘An　Integrated　Evaluation　Systems
　　　for　Budget　Forecasting　and　Operating　Performance　with　a　Classi且ed　Budge・
　　　ting　Bibliography，”ノ∂z6㎜」ρノノ1㏄oz粥’勿81ぞθs6σκ乃，　Spring，1968，　pp．1～28．
［22］Jensen，　R．　E．‘‘Sensitivity　Analysis　and　Integer　Linear　Programming，”丁乃θ
　　　ノ1000z6〃’勿g　Rθz疹θz〃，　July，1968，　pp．425～446．
［23］　RapPaport，　A。‘‘Sensitivity　Analysis　in　Decision　Making，”　η診θ・4丁目襯勧9
　　　1ぞθ加θzσ，July，1967，　pp．441～456．
［24］　Salamon，　G．　L‘‘Analysis　of‘‘An　Accounting　System　Structured　on　a　Linear
　　　Programming　Mode1”，”in　Livingstone（04．）ル勧2θ8卿θηムααπ吻’πgα鋸Co潴ηZ」
　　　ル勧漉6脚∫加Z！傾04θ」5，McGraw－Hill　Book　Company，1970．
［25］　Schweim，　J．1窺解γゴθ吻こ砺θη励θ初〃π83ρ勉ππ観9，　Bertelsman　Universitatsve．
　　　rlag，1969．
［26］　Sengupta，　J．　K．，　Fox，　K，　A．0ρ’珈’2認‘oπ7セ。乃〃匂％θ3勿Qπα雇吻，勿6　Ecoπo編。
　　　ル蛋04θZs，　North・Ho11and，1969．　　　　　　　　　　　　・
［27］　Stedry，　A・C・・Bκ晦ε’Coπ’π）1碑4　Co5彦」Bθ加加02～Prentice・Ha11，1960．
［28］Zannetos，　Z．　S．‘‘Standard　Costs　as　a　First　Step　to　Probablistic　Contro1：A
　　　Theoretical　Justi丘cation，　an　Extension　and　Implications，”　勤6．4600観’初8
　　　1～θ痂ω．Apri1，1964，　pp．296～304．
［29］阿保栄司，石塚博司，前田幸雄i，「現代の企業予算」　中央経済社，1973．
［30］　門田安弘稿「パラメトリック線型計画法による弾力的予算」会計，7月号，1974．
［31コ　小林哲夫稿「事後最適計画に基づく会計的統制システムの拡張」企業会計，10月
42
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事後最適システムと企業の環境適応能力
　　号，1971．
［32］佐藤精一「線型計画法による予算管理モデル」同文館　1973．
［33］拙稿「企業予算編成の行動過程とその数理的解析」早稲田社会科学研究No・13，
　　1974．
43
